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新カリキュラムによる情報教育についての評価・提言
文学部助教授　土　田　昭　司
　昨年度に情報科学センターが行った設置科目［情報基礎論、各種情報論］のカリキュラム改訂に
おいてなされた最も重大な変更点は何かという問いに対しては、学内においても、また、担当して
いる個々の教員においても、さまざまな回答がありえるであろう。実際、このカリキュラム改訂は
情報科学センターにおける情報教育についての大枠を定めただけで、具体的な教育内容については
担当教員の判断に大きく依存するものとなっている。
　私自身は、このカリキュラム改訂において最も重大な変更点は、コンピュータの操作技術という
技能を実習のかなりの部分を講習会という正規の授業外の情報科学センターのサービス活動によっ
ておこなうようになったことであると考えている。
　このような形態をとった理由は主に2つあった。1つは、大学に入学した時点においてコンピュー
タの操作技術を既に習得している学生の比率が今後増加し続けるであろうと見込まれることであ
る。文部省の方針により少なくとも公立校においては高等学校、中学校などにおいてコンピュータ
を用いた授業が今後ますます増えていくと予測される。また、コンピュータの低価格化が急激に進
行しており、マルチメディアやパソコン通信など情報化した社会生活についての報道が多くなされ
てきていることから、学生自身が自分専用のコンピュータを持つようになりつつあるとも考えられ
る。したがって、将来的には情報科学センターとして、学生はあらかじめコンピュータの操作方法
についての知識を持っているのが普通であって、もしその知識を持っていない学生がいたなら講習
会で教えるという立場をとることにしたのである。あと1つの理由は、卒業単位に含まれる授業に
おいてコンピュータの操作方法などを教えることはふさわしいことではないという見解があったた
めである。実際、過去に情報科学センター設置科目において学生に教えられていたコンピュータ実
習の中には、小学生や中学生にこそ教えるのがふさわしいと判断できるような内容がかなり含まれ
ていたといわなければならない。そこで、たとえば情報学という立場などから大学の授業としてふ
さわしい教育内容を構築しようというのがこのたびのカリキュラム改訂の理念であったと考える。
　しかしながら、実際に講習会という教育サービスを実施してみるといくつかの問題点が生じてい
るようである。まず1つは、本格的な講習会サービスを行うには、施設的にもまた人的にも余裕が
まったく無いということである。これまでにも、情報科学センターは大型帆用計算機の使用方法な
どについての講習会サービスを長年にわたって行ってきたが、これらの講習会への受講者はせいぜ
い数十人程度であった。ところが、カリキュラム改訂にともなって開始した講習会には、和泉地区
だけでも1，500名程の受講者があり、実験助手補を総動員して情報教室をフル稼働したとしても年間
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4種類の講習会を開催するのが限度なのでわる。しかも、個々の受講生（学生）にとっては1回に
90分の講習をうけることしか指導してもらえない。このような状態で十分な講習の成果が上げられ
るかどうか検討しなければならないであろう。
　このような事態になったのは、講習会を導入することにした上記の2つの理由のうちの前者、す
なわち、コンピュータの操作方法を既に習得している学生の割合が増加するという判断が時期尚早
であったためであると考えることもできるだろう。しかし、たとえば情報基礎論の履修登録者数に
対して講習会受講者数は確実に少ないこと。あるいは、今年度のCS研での調査では首都圏の文科系
の大学生のうち、約3割の者が家族がパソコンを持っていると回答し、17％の者が自分専用のパソ
コンを持っていると回答していることからも、この傾向が今後どのように進展するのか今しばらく
このまま様子をみてみなければならないと考える。
